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平成平成平成平成２０２０２０２０年度年度年度年度    人事行政人事行政人事行政人事行政のののの運営等運営等運営等運営等のののの状況状況状況状況のののの公表公表公表公表                     

１ 職員の競争試験及び選考の状況 

 採用試験（平成２０年度実施）  

 職 種 申込者数（人） 受験者数（人） 合格者数（人） 倍 率 採用者数（人） 

一般事務 １３０ １０１ ７ １４．４ ４ 

保育士・教諭職 ２９ ２６ ３  ８．７ ３ 

土木職 １ １ ０ ― ０ 

機械職 ５ ４ １  ４．０ ０ 

建築職 ４ ３ ０ ― ０ 

消防職 ３０ ２１ ５  ４．２ ５ 

臨床工学技士 ２ ２ ２  １・０ １ 

言語聴覚士 ４ ４ １  ４．０ １ 

一般事務（再募集） １１３ １０３ ３ ３４．３ ３ 

 土木職（再募集） ３ ３ １  ３・０ １ 

 機械職（再募集） ３ ２ ０ ― ０ 

 建築職（再募集） ３ ２ ０ ― ０ 

一般事務（任期付） ３７ ３１ ３ １０．３ ３ 

臨床工学技士（再募集） ２ ２ ２ １．０ ２ 
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２ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 ⑴ 職員の採用・退職の状況 

職  種 平成２０年度中退職（人） 平成２０年度中採用（人） 

事務職 １７ ９ 

保育士・幼稚園教諭職 ５ ３ 

一般技術職 ２  

電気職 １ １ 

土木職 ５ ２ 

建築職 １  

機械職  １ 

保健師 １  

医師 ５ ４ 

薬剤師 １  

栄養士  １ 

診療放射線技師 １ １ 

臨床検査技士 ２  

按摩マッサージ師 １  

看護師 １９  

消防士 ６ ５ 

技能労務職 １４  

教育職 ３ ４ 

合  計 ８４ ３１ 
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⑵ 部門別職員数の状況（各年４月１日現在） 

   

職  員  数  

 部門 平成２０年 平成１９年 

対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

     １０ 

    １２７ 

     ３８ 

    １５３ 

    １１１ 

      １ 

     １７ 

      ３ 

     ５３ 

    １０ 

    １３０ 

     ３８ 

    １５５ 

    １０７ 

      １ 

     １７ 

      ３ 

     ５９ 

     

    △ ３ 

     

    △ ２ 

      ４ 

     

     

       

    △ ６ 

  

 車両管理業務の見直し等 

 

保育所の一部民間移管等 

ごみ収集・処理業務の増 

 

 

 

指定管理者制度導入による業務の見直し等 

一 

般 

行 

政 

小  計     ５１３     ５２０     △ ７  

教  育 

消  防 

    １３０ 

     ９２ 

    １４１ 

      ９０ 

    △１１ 

      ２ 

小学校給食の一部民間委託等 

欠員補充 

特 

別 

行 

政 小  計     ２２２     ２３１     △ ９  

病  院 

水  道 

下 水 道 

そ の 他 

    ３４６ 

     ４８ 

     ５１ 

     ３４ 

    ３６３ 

     ５３ 

     ５０ 

     ２９ 

    △１７ 

    △ ５  

      １  

      ５ 

事務の縮小 

ポンプ監視業務の民間委託 

下水道管理業務量の増 

後期高齢者医療制度創設による増  

公 

営 

企 

業 

等 小  計     ４７９     ４９５     △１６  

合 計   １,２１４   １，２４６     △３２  

 

 

３ 職員の給与の状況 

 ⑴ 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

    （年度末） 

歳 出 額 

Ａ 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

 （参考） 

１９年度の人件費率 

平成20年度 
人 

   ９５，６８３ 

千円 

 30,061,734 

千円 

  7,148,062 

％ 

    ２３.８ 

         ％

      ２４.９ 

   ※ 人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 

  

⑵ 職員給与費の状況（普通会計予算） 

給     与     費 
区 分 

職員数 

  Ａ 給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当   計  Ｂ 

１人当たりの給与費 

    Ｂ／Ａ 

平成21年度 
   人 

 ７１９ 

    千円 

  2,979,303 

     千円 

     580,805 

     千円 

  1,131,607 

    千円 

  4,691,715 

        千円 

     ６,５２５ 

   ※ 職員手当には、退職手当を含みません。 

     給与費は、当初予算に計上された額です。 
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  ⑶ ラスパイレス指数の状況 

平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度 平成１７年度 平成１６年度 

97.4 98.6 99.4 98.8 98.1 

 

 ⑷ 職員の平均給料月額と平均年齢の状況（平成２０年４月１日現在） 

区   分 平均年齢 平均給料月額 

一般行政職 ４５歳 ２月 ３５３，１７０円 

技能労務職 ５０歳 ６月 ３５７，８７８円 

 

 ⑸ 職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在） 

経験年数１０年 

（平成１０年４月１日採用）

経験年数１５年 

（平成５年４月１日採用） 

経験年数２０年 

（昭和６３年４月１日採用）区   分 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

大学卒  270,750円 33歳 7月  317,453円 38歳 0月  360,256円 43歳 6月 
一般行政職 

高校卒  該当職員なし   267,700円 33歳 7月  316,317円 38歳 0月 

技能労務職 高校卒  268,167円 39歳 2月  311,093円 45歳 9月  376,166円 53歳 5月 

 

 ⑹ 職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在） 

初 任 給 ２年後の給料 区     分 

  
大学卒   180,600 円   191,200 円 

一般行政職 
高校卒   145,900 円   152,800 円 

 

 ⑺ 一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在） 

区  分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計 

標準的な職務内容 
部 長 

局 長 

次 長 

室 長 

局 長 

課 長 

主 幹 

副課長 

係 長 

主 任 

事務吏員 

技術吏員 

事務吏員 

技術吏員 

事務員 

技術員 
 

職 員 数 １１人 ２３人 ９０人 ２０１人 ４７人 １５人 １９人 ４０６人 

構 成 比   2.7 ％   5.7 ％  22.1 ％  49.5 ％  11.6 ％   3.7 ％  4.7 ％   100 ％ 

１年前の構成   2.7 ％   5.7 ％  23.7 ％  48.0 ％  14.0 ％   0.5 ％  5.4 ％   100 ％ 参 

考 ５年前の構成   3.3 ％   5.8％  24.3 ％  48.7 ％  10.9 ％   5.4 ％  1.6 ％   100 ％ 

   ※ 高砂市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

     標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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⑻ 職員手当 

  ① 期末手当・勤勉手当   

支給実績（２０年度普通会計決算） 

              １，３０６，７５７ 千円  

１人当たり平均支給額（２０年度普通会計決算） 

               １，８０９，９１２ 円 

（２０年度支給割合） 

       期末手当       勤勉手当 

  ６月期  １．４月分     ０．７５ 月分 

 １２月期  １．６月分   ０．６９～０．８１ 月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

  ② 退職手当（平成２０年４月１日現在） 

 

  ③ 地域手当（平成２０年４月１日現在） 

支給対象地域 支 給 率 
支給実績 

（20年度普通会計決算） 

支給職員一人当たり 

平 均 支 給 年 額 

（20年度普通会計決算） 

全 市 域 ６．０％   １９５，５６２千円    ２７０，８６１ 円 

  ④ 特殊勤務手当 

 支給実績（２０年度普通会計決算）    ２９，５６１ 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（20年度普通会計決算）    １８２，４７５ 円 

 手当の種類 （手当数）        ２８ 

  ⑤ 時間外勤務手当 

支 給 総 額   １２９，１６１ 千円 
平成２０年度普通会計決算 

職員１人当たり支給年額    ２２４，６２７ 円 

支 給 総 額   １４１，３２７ 千円 
平成１９年度普通会計決算 

職員１人当たり支給年額    ２４１，９９８ 円 

   

１人当たり平均支給額 

               １７，３５３ 千円 

   （支給率） 

          自己都合     勧奨・定年 

  勤続20年    23.50月分        30.55月分 

  勤続25年    33.50月分        41.34月分 

  勤続35年    47.50月分        59.28月分 

  最高限度額   59.28月分        59.28月分 

 

  その他の加算措置 

          定年前早期退職特例措置 

          ２％～２０％加算 
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  ⑥ 扶養手当（平成２０年４月１日現在） 

支給実績（２０年度普通会計決算） 

                              ９８，６０５ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度普通会計決算） 

                              ２６０，１７１ 円 

 配偶者                                   月 １３，０００円 

 配偶者以外の扶養親族                         月  ６，５００円 

配偶者がない場合の扶養親族のうち１人                       月 １１，０００円 

 扶養親族のうち満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子がいる場合   

１人につき ５，０００円加算 

  ⑦ 住居手当（平成２０年４月１日現在） 

支給実績（２０年度普通会計決算） 

                ４３，２８８ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度普通会計決算） 

                 ９４，１０４ 円 

借家居住者 

最高支給限度額     ２７，０００円 

自宅居住者（持ち家）   ５，０００円  

    ⑧ 通勤手当（平成２０年４月１日現在） 

支給実績（２０年度普通会計決算） 

                ３３，４７９ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度普通会計決算） 

                 ６０，７６０ 円 

 交通機関等利用者 

   最高支給限度額    ５５，０００円 

  自動車等利用者 

    ２㎞以上 ５㎞未満  ２，０００円 

    ５㎞以上１０㎞未満  ４，１００円 

   １０㎞以上１５㎞未満  ６，５００円 

   １５㎞以上２０㎞未満  ８，９００円 

   ２０㎞以上２５㎞未満 １１，３００円 

   ２５㎞以上３０㎞未満 １３，７００円 

   ３０㎞以上３５㎞未満 １６，１００円 

   ３５㎞以上４０㎞未満 １８，５００円 

   ４０㎞以上４５㎞未満 ２０，９００円 

   ４５㎞以上５０㎞未満 ２１，８００円 

   ５０㎞以上５５㎞未満 ２２，７００円 

   ５５㎞以上６０㎞未満 ２３，６００円 

   ６０㎞以上      ２４，５００円 
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   ⑨ 管理職手当（平成２０年４月１日現在） 

支給実績（２０年度普通会計決算） 

                １０７，１４０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度普通会計決算） 

                 ７２８，８４３ 円 

ａ 行政職 

 ・部長級（参事を除く）  １０４，０００円 

 ・部長級の参事       ８０，０００円 

 ・次長級          ７５，０００円 

 ・課長級          ５７，０００円 

 ・副課長級         ３９，０００円 

ｂ 医師 

 ・院長          １５３，０００円 

  ・副院長         １３６，０００円 

 ・医務局長        １２５，０００円 

 ・診療科部長        ９１，０００円 

 ・診療科医長        ６２，０００円 

ｃ 医療技術職 

 ・薬局長、中央検査科部長  ７５，０００円 

  中央放射線室部長 

 ・副薬局長、中央検査科長  ５７，０００円 

  中央放射線室長 

  リハビリテーション室長 

 ・中央検査科副科長     ４３，０００円 

  中央放射線室副室長 

  リハビリテーション副室長 

ｄ 看護師 

 ・看護局長         ９８，０００円 

 ・看護局次長        ７５，０００円 

 ・看護課長         ５２，０００円 

 

 

 (9) 特別職の給料月額等の状況（平成２０年４月１日現在） 

区  分 給   料   月   額   等 

市  長 副市長 
給  料 

  ８３４，４００円   ７０３，５６０円 
 

議  長 副 議 長 議  員 
報  酬 

  ６２９，０００円   ５７５，０００円   ５２２，０００円 

市長・副市長・議長・副議長・議員 

期末手当 

 

６月期      ２．１２５ 月分 

１２月期      ２．３２５  月分 

計       ４．４５  月分 
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 (10) 減額措置（２０年度）              

※ 財政状況等を考慮し、市長等の給料、期末手当を減額しています。 

区  分 市  長 副市長 教 育 長 

 給 料 ２０％カット １８％カット １５％カット 
 

年間カット額 

(期末手当含む) 
3,431,470円 2,540,538円 1,786,470円  

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 ⑴ 勤務時間 

  ア 土曜・日曜閉庁職場 

   (ｱ) 勤務時間 

    午前８時３０分から午後５時１５分まで（勤務時間の途中に休憩を４５分） 

   (ｲ) 代表的な職場 

    本庁、市民サービスコーナー、保健センター、隣保館等 

   

イ 土曜・日曜またはそのどちらかを開庁している職場 

   (ｱ) 代表的な職場 

    保育所、勤労青少年ホーム、文化会館、勤労会館、斎場等 

  

 ⑵ その他の勤務条件 

  ア 休日 

   (ｱ) 土曜日及び日曜日、またはそれに相当する日 

   (ｲ) 国民の祝日に関する法律に規定される休日、またはそれに相当する日 

   (ｳ) 年末年始の休日（１２月２９日から１月３日まで） 

 

  イ 特別休暇 

   (ｱ) 有給の休暇 

    

 

 

 

 

   

     

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 無給の休暇 

 

 

 

   

区  分 高 砂 市 国 

公務傷病による療養休暇 療養期間中 療養期間中 

私傷病による療養休暇 ９０日以内 ９０日以内 

産前休暇 出産予定日前８週間 出産予定日前６週間 

産後休暇 出産日後８週間 出産日後８週間 

生理休暇 １回について３日以内 ― 

育児時間 １日２回各々少なくとも４５分 １日２回各々少なくとも３０分 

育児参加休暇 国の産前産後期間中に５日以内 産前産後期間中に５日以内 

結婚休暇 ５日以内 ５日以内 

配偶者出産休暇 ２日以内 ２日以内 

看護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

忌引休暇 続柄により１日から１０日以内 続柄により１日から７日以内 

夏季休暇 ５日以内 ３日以内 

介護休暇 ６月以内 

組合休暇 ２０日以内で役職に応じた日数（特別執行委員は３０日） 
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   (ｳ) 育児休業（平成２０年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｴ) 部分休業（平成２０年度） 

 

 

 

 

 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 ⑴ 分限処分者数（平成２０年度） 

区 分 人 数（人） 

降 給  ０ 

休 職 １１ 

免 職  ０ 

降 任  ０ 

 

 ⑵ 懲戒処分者数（平成２０年度） 

区 分 人 数（人） 

免 職  ０ 

停 職  ０ 

減 給  ０ 

戒 告  ０ 
 
 
 
 

６ 職員の服務の状況 

  職務専念義務の免除 

   ア 職員の厚生事業を実施するため 

   イ 選挙における期日前投票事務に従事するため 

   ウ 長期勤続職員に対する研修のため 

   エ 人間ドック受診のため 

   オ 研修を受けるため 

 

区  分 取得者数 

新たに育児休業を取得したもの  １４ 人 

前年度から引き続いているもの  １８ 人 

区  分 取得者数 

新たに部分休業を取得したもの   ２ 人 
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７ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 ⑴ 職員研修 

   ア 内部研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

新任職員研修 職員の服務、勤務条件 22 普通救命講習 
基本的心肺蘇生法、AED

の正しい使用 
167 

自己活性化研修 

（導入研修） 
組織人としての基本 13 管理職人権研修 

管理職としての人権問

題の正しい理解 
87 

自己活性化研修 

（フォロー研修） 

自己点検と効率的な仕

事の進め方 
13 係長以下人権研修 人権問題の正しい理解 80 

上級職員研修 
チームワークとコミュ

ニケーション 
20 

管理職メンタル 

ヘルス研修 

ストレスマネジメント

能力向上、ラインケア 
87 

主任研修 キャリアデザイン 25 
管理職不当要求 

対応研修 
暴力団対策法の概要 45 

交通安全実技研修 
路上診断、運転適正検

査 
20 

災害時高齢者生活

支援研修 

高齢者の災害時におけ

る適切な生活支援 
23 

交通安全研修 交通安全について 117 精神保健講演会 
職場と家庭のメンタル

ヘルス 
27 

健康づくり 

セミナー 

生活習慣病の予防、改

善 
55 

男女共同参画に 

関する講演会 

セクシュアルハラスメ

ントの防止 
48 

 

  イ 派遣研修 

   (ｱ) 兵庫県自治研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 
人

員 
研修名 研修内容 

人

員 

接遇指導者養成 

研修 

公務員と接遇、接遇の

基本等指導者養成 
1 市町管理職研修 政策形成と行政経営 6 

監督職研修 
行政経営の理論と実

践、公務員倫理 
10 

市町職員第１部 

研修 

自治体法務、問題解決

の技法 
14 

市町職員第２部 

研修 

政策形成、ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮ

ﾝの方法、政策課題 
5    
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   (ｲ) 播磨自治研修協議会への派遣研修 

研修名 研修内容 
人

員 
研修名 研修内容 

人

員 

住民応対能力向上

研修 

CS(顧客満足)ｺﾐｭﾆｹｰｼ

ｮﾝ、ｸﾚｰﾑ対応 
7 ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ研修 ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝの基本 2 

問題解決能力向上

研修 

中堅職員としての問

題解決技法 
2 

住民税課税事務 

研修 
地方税法、所得税 2 

固定資産税課税 

事務研修 
固定資産税実務 3 法制研修 法令執務総論 4 

介護保険事務研修 介護保険制度概要 1 
政策形成能力養成 

研修 

政策形成の重要性、目

標設定の技術 
2 

監督者研修 
組織運営の基本、ﾘｰﾀﾞ

ｰｼｯﾌﾟの基礎知識 
5 職場リーダー研修 職場開発の必要性 2 

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ研修 
職場における健康づ

くり対策 
4 創造性開発研修 

創造性開発の具体的展

開 
5 

徴収事務研修 
地方税法総則、滞納整

理 
1    

 

   (ｳ) 兵庫県自治協会への派遣研修 

研修名 研修内容 
人

員 
研修名 研修内容 

人

員 

地方公会計改革 

研修会 
地方公会計制度改革 2 調達管理セミナー ICT 調達管理概論 1 

選挙事務担当職員

研修 

選挙管理の留意点ほ

か 
1 

人事労務担当管理

監督職員研修 
人事労務の課題 1 

新しい行政需要 

研修 

求められる監査機能

の充実 
1 簿記研修 簿記の概念 2 

栄典事務担当 

職員研修 

栄典制度の概要、事務

処理上の留意点 
2 

徴収事務担当 

職員研修 

徴収事務関係法令の解

説 
1 

部局長等管理職 

研修 

公務員倫理の向上 

談合の防止 
1 

仕事と生活の調和

の推進研修 
ワークライフバランス 1 

交付税担当職員 

研修 

基準財政需要額の算

定方法 
1 

監査事務担当 

職員研修 

監査の役割、住民監査

請求 
1 

財政担当職員 

研修 

市町財政の現状と課

題 
1 

住民と行政の協働

研修 
県の参画と協働の施策 1 

給与事務担当職員

研修 
給与制度の概要 2 パソコン研修 

初級、中級、ｱｸｾｽ、ﾊﾟﾜ

ｰﾎﾟｲﾝﾄ、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
58 

 

   (ｴ) 市町村職員中央研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 
人

員 
研修名 研修内容 

人

員 

緊急・臨時 

セミナー 
公立病院改革 1 専門実務研修 

固定資産税課税事務

（家屋） 
1 

実践的課題解決型

研修 

地方公営企業におけ

る新経営手法 
1 

実践的課題解決型 

研修 
地方自治体の危機管理 1 
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   (ｵ) その他の派遣研修 

研修名 研修内容 
人

員 
研修名 研修内容 

人

員 

衛生管理者受験 

講習会 

受験準備に合わせた講

習 
1 

行政管理講座 

(ＮＯＭＡ) 

管理監督者のための徴

収事務講座 
1 

新任安全衛生担当

者研修会 

安全衛生管理の基礎知

識 
1 

近畿被災建築物危険

度判定協議会研修 

地震災害等の建築物危

険度判定の知識 
1 

福祉行政機関新任

職員研修 

社会福祉に関する基礎

知識 
4 

兵庫県市長会調査

研究事業 
高齢者福祉先進地視察 1 

行政管理講座 

(ＮＯＭＡ) 

契約事務の基礎知識と

その運用 
1 第１回現場研修会 工事現場の視察・研修 3 

広報基礎講座 
広報誌・広報ﾒﾃﾞｨｱ制作

に関する基礎知識 
1 

不当要求防止責任

者研修 

不当要求の対処方法、

暴力団の現状 
6 

交差点計画演習に

関する技術講習会 

交差点の基本設計及び

演習 
1 

職場巡視・安全衛生

点検セミナー 

職場巡視・安全衛生点

検の効果的な進め方 
1 

行政管理講座 

(ＮＯＭＡ) 

地方自治体のための滞

納整理実務 
1 

職場の衛生管理研

修会 
衛生管理と健康管理 1 

鋼橋に関する技術

講習会 

計画・設計・製作・輸

送の概要ほか 
1 

行政管理講座 

(ＮＯＭＡ) 
講師・研修内容説明会 1 

行政管理講座 

(ＮＯＭＡ) 

滞納整理における納付

折衝の実務 
1 

東播磨ﾌﾞﾛｯｸ部局長

等管理職研修 

職員の心と体の健康管

理 
3 

行政管理講座 

(ＮＯＭＡ) 

地方自治における予算

編成と財政計画 
1 第２回河川講習会 

近年の気候変動と水防

および河川計画 
1 

人事管理研修会 
地方公務員制度上の諸

問題 
1 近畿河川技術研修 川の減災 2 

橋梁簡易点検 

講習会 
簡易点検業務 2 

東播磨地域不当要

求防止対策研修会 

行政への不当要求行為

に対する対応 
10 

行政管理講座 

(ＮＯＭＡ) 

地方財政健全化法総務省改訂ﾓﾃﾞﾙ

を踏まえた地方公会計の基礎実務 
1 

大阪市・近隣都市環境

衛生関係業務研修会 

室内外における化学物

質の環境ﾘｽｸ評価 
1 

行政管理講座 

(ＮＯＭＡ) 

自治体 CS経営ｼｽﾃﾑ／CS

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ診断 
1    

 

 

 ⑵ 勤務成績の評定 

  ア 昇任、昇格試験 

   (ｱ) 実施月  平成２０年９月 

   (ｲ) 対象者  平成２１年４月昇任、昇格者 

    ａ 係長級昇任試験受験者    ６４人 

    ｂ 係長級昇任者        ２２人 

    ｃ ４級昇格者         ３３人 

    ｄ ３級昇格者          ４人 

    ｅ ２級昇格者         １８人 
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８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 福祉の状況 

 

  ア 共済組合 

   (ｱ) 組織   兵庫県市町村職員共済組合  神戸市中央区下山手通４丁目１６－３ 

   (ｲ) 掛金と負担金 

                     H20.4.1 現在（千分比） 

区 分 基礎金額 本人掛金率 市負担金率 計 

例 月 給料月額 146.4625 175.5250 321.9875 

賞 与 支給総額 117.1700 140.4200 257.5900 

   (ｳ) 保健給付事業（健康保険、国民健康保険に相当するもの） 

    ａ 保健給付･･･特定療養費、療養費、高額療養費、出産費、埋葬料 

    ｂ 休業給付･･･傷病手当金、出産手当金、育児休業手当金、休業手当金、 

            介護休業手当金 

    ｃ 災害給付･･･弔慰金、災害見舞金 

   (ｴ) 長期給付事業（厚生年金、国民年金に相当するもの） 

    ａ 退職給付 

     退職共済年金  （申請件数  ６２人） 

    ｂ 障害給付 

     障害共済年金  （申請件数   ２人） 

     障害一時金   （申請件数   ０人） 

    ｃ 遺族給付 

     遺族共済年金  （申請件数   ５人） 

    ｄ 基礎年金 

     老齢基礎年金、障害基礎年金、遺族基礎年金 

    

(ｵ) 福祉事業 

    ａ 保健事業 

     (a) 成人病検診助成 （市が実施する健康診断事業に対し、助成を行う） 

     (b) 短期人間ドック助成 （ ３７６人） 

     (c) 脳ドック助成    （  ４２人） 

     (d) 子宮がん検診助成  （ １８４人） 

    ｂ 宿泊施設利用助成事業 

    ｃ 貯金事業 

    ｄ 貸付事業 

   

 

イ 公務災害 

   (ｱ) 根拠 

    ａ 地方公務員法第４５条 

    ｂ 地方公務員災害補償法 

   (ｲ) 機関 

    地方公務員災害補償基金兵庫県支部（兵庫県庁内） 
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   (ｳ) 費用負担（市の負担） 

    負担金＝（給料＋職員手当等－児童手当）の総額×負担率×理事長が定める率 

      

 負担率 理事長が定める率 

一般職員 0.89/1000 0.962 

清掃職員 3.37/1000 0.957 

消防職員 1.56/1000 0.999 

教育関係職員 0.91/1000 0.977 

水道・下水道職員 1.16/1000 0.961 

 

   (ｴ) 認定件数      ２８件 

   

 

ウ 市独自の厚生事業 

   (ｱ) 健康診断 

    ａ 一般健康診断       受診者数【市全体】   ８８８人 

    ｂ 特殊健康診断 

     ＶＤＴ作業従事者健康診断  受診者数【市全体】   １０１人 

   (ｲ) 財産形成貯蓄（財形） 

     取扱金融機関（９社） 

   (ｳ) 永年勤続表彰 

    ａ ２０年勤続者    ２０人 

ｂ ３０年勤続者    ３０人 

 

 

エ 互助会 

   (ｱ) 会員数   １，２１７人（平成２０年４月現在） 

    兵庫県市町村職員共済組合 

    兵庫県市町村職員退職手当組合  いずれかに加入している職員 

    公立学校共済組合兵庫県支部 

   (ｲ) 機関 

    ａ 評議員会 ･･････ 評議員（２０名） 

    ｂ 理事会  ･･････ 理事（６名） 

    ｃ 事務局  ･･････ 理事長、副理事長、事務局長、事務員 

   (ｳ) 掛金と負担金 

    ａ 掛金 

     給料月額 × 掛金率（３／１０００） 

    ｂ 負担金 

     給料月額 × 負担金率（１／１０００） 

   (ｴ) 事業 

    ａ 給付事業 

     (a) 死亡弔慰金     （３３人） 

     (b) 結婚祝金      （１６人） 

     (c) 災害見舞金     （ ０人） 

     (d) リフレッシュ助成金 （１７人） 

     (e) 脱退給付金     （８６人） 
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    ｂ 貸付事業 

     (a) 生活資金の貸付、災害貸付 

    ｃ 厚生事業 

     (a) サークル助成金 

     (b) 宿泊施設利用助成（助成券・助成金） 

    ｄ その他の事業 

     (a) 職員会館の運営 

     (b) 食堂の維持管理 

     (c) チケットの斡旋 

 

 ⑵ 利益の保護の状況 

  ア 措置要求   対象なし 

  イ 不服申立て  対象なし 


